
川本町地域商業等支援事業費補助金交付要綱 

平成27年4月1日 

告示第30号 

(通則) 

第1条 川本町地域商業等支援事業費補助金(以下「補助金」という。)の交付にあたっ

ては補助金等に関する規則(昭和36年規則第1号。以下「規則」という。)によるほか、

この交付要綱の定めるところによる。 

(補助目的) 

第2条 本補助金は、経済情勢の悪化や商業者の高齢化等により川本町内商業等の店舗

数及び販売額が著しく減少し、地域の商業機能が失われつつある現状を考慮し、商

業機能の維持・向上などに取り組む事業者(以下「補助事業者」という。)を支援す

ることによって、地域商業等の振興に寄与することを目的とする。 

(事業の区分) 

第3条 補助金の区分は、次のとおりとする。 

(1) 小売店等開業支援事業 

ア 一般枠 

イ 特別枠 

(2) 買い物不便対策事業 

(3) 移動販売・宅配支援事業 

(4) 商業環境整備事業 

(5) 地域流通拠点整備事業 

(6) 商業環境持続化事業 

(7) 都市機能誘導区域内起業支援事業 

(定義) 

第4条 この要綱における用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 中小企業者 

中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第2条第1項に定義する者であって、原



則として川本町内に主たる事務所を置く者 

(2) 組合 

中小企業等協同組合法(昭和24年法律第181号)又は商店街振興組合法(昭和37

年法律第141号)に基づいて設立された中小企業の組合及びその連合会 

(3) 小売業 

日本標準産業分類大分類における小売業 

(4) 宿泊業 

日本標準産業分類大分類における宿泊業 

(5) 飲食サービス業 

日本標準産業分類大分類における飲食サービス業 

(6) 生活関連サービス業 

日本標準産業分類大分類における生活関連サービス業 

(7) 娯楽業 

日本標準産業分類大分類における娯楽業 

ただし、競輪・競馬等の競走場、競技団、芸ぎ業(置屋、検番を除く)、場外馬

券売場、場外車券売場及び競輪・競馬等予想業を除く。 

(8) 自動車整備業 

日本標準産業分類大分類におけるサービス業(他に分類されないもの)のうち

自動車整備業 

(補助事業者) 

第5条 補助事業者は、次の各号の要件を備える者とする。 

(1) 小売店等開業支援事業 

ア 一般枠 

川本町内において開店計画を有する中小企業又は個人 

イ 特別枠 

(i) 川本町内において開店計画を有する次の中小企業者又は個人 

(ア) 川本町内において開店計画を有する中小企業者又は個人のうち、産業



競争力強化法(平成25年12月11日法律第98号)に基づく認定市町村又は認

定連携創業支援事業者から同法第2条第24項及び第26項に基づく認定特定

創業支援事業(以下「特定創業支援事業」とする。)を受けたもの又は申請

時点で特定創業支援事業を受けており修了前である者 

(ii) 川本町内において店舗を営んでいる中小企業者又は個人のうち、特定創

業支援事業を受ける者又は申請時点で特定創業支援事業を受けており修了

前である者 

(2) 買い物不便対策事業 

次の(i)及び(ii)の要件を備える者であること。 

(i) 次のいずれかに該当する者 

(ア) 川本町内において、開店計画を有する会社又は個人 

(イ) 川本町内において、事業承継計画を有する中小企業者又は個人 

(ウ) 川本町内において改修・備品購入の計画を有する中小企業者又は個人 

(ii) 市町村が次の全てに該当することを認めた計画を有する者 

(ア) 食料品・日用品の販売により、地域住民の買い物不便対策に資するこ

と。 

(イ) 近隣に食料品等の小売店舗がある場合は、当該店舗を経営する事業者

の理解を得ていること。 

(3) 移動販売・宅配支援事業 

食料品・日用品の移動販売又は宅配を行う中小企業者、組合、商工会議所、商

工会、商工会連合会又は個人 

(4) 商業環境整備事業 

ア 一般枠 

中小企業者、組合、商工会議所、商工会、商工会連合会、個人又は法人格を

持たない任意の団体であって組織・会計等に関する規約を有する商店街組織 

(5) 地域流通拠点整備事業 

県内において飲食料品等の仕入共同化のための拠点整備計画を有する中小企



業者、組合、商工会、個人又は法人格を持たない任意の団体であって組織・会計

等に関する規約を有する団体 

(6) 商業環境持続化事業 

商工会、商店会又は法人格を持たない任意の団体であって組織・会計等に関す

る規約を有する商工団体 

(7) 都市機能誘導区域内起業支援事業 

川本町立地適正化計画の都市機能誘導区域内で開店・起業する中小企業又は個

人 

(補助対象業種) 

第6条 小売店等開業支援事業の補助事業者は、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生

活関連サービス業、娯楽業又は自動車整備業に係る補助事業を実施する者とする。

ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)

第2条第1項に規定する風俗営業のうち同条同項第4号又は同条第5項に規定する性風

俗関連特殊営業に属する事業を除く。 

2 買い物不便対策事業の補助事業者は、小売業にかかる補助事業を実施する者とする。 

3 都市機能誘導区域内起業支援事業の補助事業者は、第1項に規定する業種のほか、

町長が認める業種に係る補助事業を実施する者とする。ただし、前条第1項に規定す

る事業者は、小売店等開業支援事業を活用するとともに、その事業と重複しない内

容において、この事業を活用することができるものとする。 

(補助対象経費及び補助金の額等) 

第7条 事業区分、補助対象経費、補助率及び補助限度額は別表のとおりとする。ただ

し、消費税及び地方消費税は補助対象経費から除くものとする。なお、商業環境持

続化事業の補助事業者で、消費税法(昭和63年法律第108号)第5条に該当しない場合

は、消費税及び地方消費税を補助対象経費に含めることができる。 

2 補助金の額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

3 補助事業者は前項の補助金の交付事業の実施にあたっては、町内に事業所を有する

中小企業者への発注に努めること。 



(補助金の交付申請) 

第8条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、補助金交付申請書(様式第1号)

に島根県地域商業等支援事業費補助金要綱に準ずる関係書類を添えて、町長に提出

しなければならない。 

(補助金の交付決定及び交付の条件) 

第9条 町長は、前条の申請書の審査を行い、適正であると認めた場合は速やかに補助

事業者に次の条件を付して交付の決定をし、その決定の内容について補助金交付決

定通知書(様式第2号)をもって補助事業者に通知する。 

(1) 補助事業者は、補助事業の内容、補助対象経費及び補助金の額の変更をしよう

とするときは、あらかじめ変更承認申請書(様式第3号)を町長に提出し、その承

認を受けなければならない。ただし、次に定める場合についてはこの限りでない。 

ア 経費区分における決定した補助金の額の減額で、事業計画の大きな変更を伴

わないもの 

イ 各経費区分の相互間において、決定した補助金の額のいずれか低い額の30パ

ーセント以内の経費の配分の変更 

ウ その他、補助事業の達成に支障をきたすことのない事業内容等の細部を変更

するもの 

(2) 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、あらかじ

め中止・廃止承認申請書(様式第4号)を町長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

(3) 補助対象期間終了後交付決定日から5年未満で補助事業を廃止する場合には、

町長に報告しなければならない。 

(4) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は間接補助事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかに指示申請書(様式第5号)を町長に提出し、その指示を

受けなければならない。 

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事

業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円以上の機械及び器具について



は、減価償却期間の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省令第15号)で定めて

いる耐用年数を経過するまで、町長の承認を受けないで、この補助金の交付の目

的に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸付け、担保に供し、取り壊し又は廃棄

してはならない。 

(6) 補助事業者が前号により記載された財産を処分しようとする場合は、あらかじ

め町長に財産処分承認申請書(様式第6号)を町長に提出しなければならない。た

だし、財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一

部について納付を求めることがある。 

(7) 補助事業により取得し、又は効用が増加した財産については、補助事業終了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を

図らなければならない。 

(8) 補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するととも

に、歳入及び歳出について証拠書類を整理し、補助事業完了の日(事業の中止又

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日)の属する年度終了後5年間

保管しておかなければならない。 

(9) この補助金の対象経費と重複して他の補助金の交付を受けてはならない。 

(10) 補助事業者が第1号から前号により付した条件に違反した場合には、この補助

金の全部又は一部の納付を求めることがある。 

(11) 交付決定日から5年未満での補助事業の廃止の場合において、既に補助金が交

付されているときは、その全部又は一部の返還を求めることがある。 

(交付決定できない場合) 

第10条 町長は、間接補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付決定

をしないことができる。 

(1) 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号。

以下「暴対法」という。)第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。) 

(2) 暴力団員(暴対法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。) 

(3) 暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させていると



き。 

(状況報告) 

第11条 補助事業者は、9月30日現在における補助事業の遂行状況について、遂行状況

報告書(様式第7号)を10月31日までに町長に提出しなければならない。ただし、次に

定める者はその限りではない。 

(1) 9月1日以降に交付決定を受けた者 

(2) 9月1日以降に追加された者 

(3) 既に実績報告をした者 

2 補助事業者は、第3条(1)イの補助事業の指導状況について、開店日の属する月(交

付決定時点で既に開店している補助事業者については交付決定日の属する月の直近

の四半期)から1年間、本事業者に対する商工会議所等の経営指導員による指導の状

況を四半期ごとにとりまとめ、指導状況報告書(様式第8号)により報告するものとす

る。 

(概算払) 

第12条 町長が必要と認めたときは概算払をすることができる。 

2 概算払に必要な書類は、概算払請求書(様式第9号)とする。 

(実績報告) 

第13条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日から30日を経過した日又

は、事業の属する年度の末日のいずれか早い日までに補助事業実績報告書(様式第10

号)を町長に提出しなければならない。 

2 補助事業者は、事業の中止又は廃止の承認を受けたときは、当該承認通知書を受理

した日から30日経過した日又は、事業の属する年度の末日のいずれは早い日までに

補助事業実績報告書(様式第10号)を町長に提出しなければならない。 

(交付額の確定) 

第14条 町長は、前条の規定により提出された、補助金実績報告書を審査し、補助事

業の成果が認められる場合は、補助金の額を確定し速やかに、補助金交付額確定通

知書(様式第11号)をもって通知する。 



(補助金の支払) 

第15条 前条の規定により補助金の額が確定し交付を受けようとする者は、補助金請

求書(様式第12号)を提出しなければならない。 

(事業実施効果報告) 

第16条 補助事業の完了した日の属する会計年度終了後5年間(第3条(1)から(3)まで

の事業のうち一会計年度を超えて継続して支援するものについては、補助事業が完

了した最終会計年度の終了後5年間)、補助事業者は本補助事業の実施状況及び事業

効果についてとりまとめ、毎会計年度終了後90日以内に事業実施効果報告書(様式第

13号)により報告するものとする。ただし、第3条(1)のウの補助事業者は除くものと

する。 

2 町長は、前項の報告を受けた場合において、その報告に係る経営状況及び補助事業

等の効果が計画時において想定されたものと比べ十分でないと認められるときは、

当該補助事業における効果を踏まえ、その改善のための指導・助言を行うことがで

きる。 

(補助金の経理等) 

第17条 補助事業者は、補助金に係る経理について収支の事実を明確にした証拠書類

を整理し、かつ、この書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後5年間

保存しなければならない。 

(補助金の返還) 

第18条 町長は、補助金等交付規則(昭和36年規則第1号)第11条に基づき交付決定を取

り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金等が交付されて

いる場合は、補助事業者に対し、期限を定めてその返還を命ずる。 

2 町長は、交付決定日から5年未満での補助対象事業の廃止の場合は、補助事業者に

対し、期限を定めてその返還を求めることができる。 

(調査) 

第19条 町長は、必要があると認めたときは、補助事業者に対し必要な調査を実施す

るものとし、補助事業者はこれを拒んではならない。 



別表(第7条関係) 

事業区分 補助対象経費 

(町長が必要かつ適当と認める経費で

あって以下に掲げる経費) 

補助率 補助限度額 

(1事業あた

り) 

小売店等

開業支援

事業 

1 一般枠 

開店に要する経費 

改修費、備品購入費、備品リース

料、家賃、広告宣伝費 

補助対象経費の1／2

以内 

2,000,000円 

(ただし、家賃

は月額

100,000円か

つ12月分を上

限) 

2 特別枠 

ア 開店に要する経費 

改修費、備品購入費、備品リー

ス料、家賃、広告宣伝費 

イ 特定創業支援等事業の受講等に

必要な経費 

受講料、旅費 

ウ 特定創業支援等事業の受講等の

後に必要となった経費 

備品購入費、備品リース料、広

告宣伝費 

補助対象経費の1／2

以内 

2,400,000円 

(ただし、家賃

は月額

100,000円か

つ12月分を上

限) 

※一般枠の交

付決定を受

けた者が開

業支援特別

枠の交付申

請をする場

合、一般枠

の交付決定

額と合わせ

て

2,400,000



円を上限と

する。 

買い物不

便対策事

業 

改修費、建築費、建物取得費、備品購

入費、備品リース料、家賃、広告宣伝

費 

※1中小企業者以外の会社が開店計画

を有する場合は、改修費、建築費、

建物取得費、備品リース料のみを対

象とする。 

※2改修・備品購入の計画を有する場合

は、改修費、備品購入費、備品リー

ス料のみを対象経費とする。 

補助対象経費の2／3

以内 

10,000,000円 

(ただし、家賃

は月額

100,000円か

つ12月分を上

限とする。) 

移動販

売・宅配支

援事業 

1 移動販売又は宅配に必要な車両及

び備品の購入費(200,000円以上のも

のに限る。)、備品リース料(200,000

円以上のものに限る。)、広告宣伝費

(車両、備品の購入費、備品リース料

を申請する場合に限る。) 

1 補助対象経費の2

／3以内 

1 1台あたり

2,000,000

円 

2 移動販売又は宅配の運営に要する

次の経費 

ア 燃料費 

イ 車検費用 

ウ 修理費 

エ 備品購入費(200,000円未満) 

オ 備品リース料(200,000円未満) 

ただし、年間経費が200,000円を

超えることを要件とする。 

2 次の金額以内 

1年目100,000円／

1台 

2年目80,000円／1

台 

3年目60,000円／1

台 

2 定額(左記

参照。ただ

し、3年を上

限) 



3 軽減税率及び在庫管理、売上げ分析

に対応が可能なPOSシステム等レジ

関連機器の購入又はリースに係る経

費 

3 補助対象経費の2

／3以内 

3 1台あたり

2,000,000

円 

商業環境

整備事業 

施設設備の設置・取得・整備に要する

経費 

ただし、土地の取得・使用・造成・

補償に要する経費、及び中小企業者又

は個人単独の所有となる場合は補助対

象外とする。 

補助対象経費の1／2

以内 

10,000,000円 

地域流通

拠点整備

事業 

施設設備の設置・取得・整備に要する

経費 

ただし、土地の取得・使用・造成・

補償に要する経費は補助対象外とす

る。 

補助対象経費の1／2

以内 

3,000,000円 

商業環境

持続化事

業(町単独

事業) 

組織が所有する設備の改修、更新に要

する経費 

補助対象経費の2／3

以内 

1,000,000円 

都市機能

誘導区域

内起業支

援事業(町

単独事業) 

立地適正化計画の都市機能誘導区域内

で開店・起業する場合、改修費、備品

購入費、備品リース料、家賃、広告宣

伝費に要する経費 

補助対象経費の3/4

以内 

2,000,000円 



 


